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鹿屋での｢日米共同訓練｣反対緊急打電要請行動について

日頃のご健闘に対し心からの敬意を表します。

　さて、防衛省が９月29日に海上自衛隊鹿屋基地のある鹿屋市と鹿児島県を訪れ、11月8日から同月23日までの間、鹿屋基地を使用した日米共同訓練を行なうことについての事前説明を行ない、同意を求めていることが判明しました。

　そのため｢鹿児島に米軍はいらない県民の会｣は、10月6日、県知事に対して鹿屋基地における初めての日米共同訓練に反対するよう要請行動を行ないましたが、国･防衛省からの文書申し入れを待ってから判断するなど明確な回答を得ることが出来ませんでした。

　鹿児島県平和運動センターは、｢鹿児島に米軍はいらない県民の会｣に結集し、｢米軍再編反対｣のたたかいを進めてきました。14日(水)にも想定される防衛省からの正式な｢申し入れ｣に対して県や鹿屋市が回答する前に、県知事や鹿屋市長へ｢日米共同訓練｣に反対するよう求めるFax･メール･打電行動の要請がきています。急な取組みで恐縮ですが、よろしくお願いいたします。
記

１.行動内容　　鹿児島県知事及び鹿屋市長への要請打電
２.要請先

（１）鹿児島県知事　伊藤　祐一郎

〒890-8577　鹿児島市鴨池新町10番１号

ＦＡＸ：０９９－２８６－５５２５

　　　E-mail：https://www.pref.kagoshima.jp/em/enq/enq_form.php?qIds=A57qsodBkgzI
（２）鹿屋市長　　　山下　栄

〒893-8501　鹿屋市共栄町20－１

ＦＡＸ：０９９４－４２－２００１
E-mail：mailto:hisyo@e-kanoya.net
３.例文
※別紙の｢自衛隊鹿屋基地での日米共同訓練反対を求める対県要請報告｣を参考に、作成してください。
戦後一度も行なわれなかった海上自衛隊鹿屋基地を使用した日米共同訓練は、｢米軍再編｣計画の先取りであり、在日米軍と自衛隊の一体化を進め、戦争の出来る国づくりをめざす以外のなにものでもありません。一昨年２月の、在日米軍空中給油機部隊移転に反対する市民集会での山下鹿屋市長の｢市民手作りの街をめざす鹿屋に米軍はいらない｣、伊藤県知事の｢地元の合意を得られず沖縄も反対している中での米軍再編計画には賛成できない｣という意見表明の思いを大切に、鹿屋市と鹿児島県が連携して鹿屋での日米共同訓練に反対するよう要請します。

４.期間　　２００８年１０月１７日(金)まで
　　　

５.その他

（１）資料として、｢自衛隊鹿屋基地での日米共同訓練反対を求める対県要請報告｣と｢日米共同訓練における鹿屋基地への米軍機の飛来について｣(防衛省)を添付しました。

（２）不明な点は、鹿児島県平和運動センター[電話　099-252-8585、Fax　099-258-4560、Mail　　kenheiwa@bronze.ocn.ne.jp]にお問い合わせください。

	ＦＡＸ：０１１－７００－２０５３（道本部政治部　小檜山・佐々木）

鹿屋での｢日米共同訓練｣反対緊急打電要請行動報告


単組名　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出日　　　　月　　　　日
以上
自衛隊鹿屋基地での日米共同訓練反対を求める対県要請　報告

鹿児島に米軍はいらない県民の会

１　と　き　　2008年１０月６日(月) １６時～１７時
２　出席者

鹿児島県企画部：福壽浩企画部次長、佐々木克之企画課課長、碇山拓男企画課課長補佐、柿木田豊政策推進班主事

鹿児島に米軍はいらない県民の会：荒川譲会長
鹿屋に米軍はいらない大隅住民の会：堂園誠一会長(県民の会副会長)

社会民主党鹿児島県連合：北森孝男幹事長(県民の会事務局次長)
県平和運動センター：永田琢朗議長(県民の会副会長)、山崎博事務局長(県民の会事務局長)、今村重喜事務局次長(県民の会事務局次長)
３　要請事項と回答
	防衛省は９月29日に鹿屋市を訪れ、11月８日から23日 (実訓練期間は13日から19日) まで海上自衛隊鹿屋基地の施設を使用して日米共同訓練を実施することについて事前説明を行い、日米地位協定による鹿屋基地を米軍と共同利用することについての同意を求めました。鹿児島県にも同様の事前説明を行ったと報道されています。
説明によれば、今回の日米共同訓練は在日米軍再編と全く関係ないとしていますが、鹿屋市をはじめ多くの県民が反対している海上自衛隊鹿屋基地での米軍空中給油機の訓練･運用のための地ならしであることは明らかであり、｢米軍再編｣計画で示されている、自衛隊基地の米軍利用を推し進める以外のなにものでもありません。
貴職におかれては、鹿屋市と連携を取って、鹿屋基地を初めて使用することとなる今回の日米共同訓練に反対するとともに、下記により対応されるよう強く要請します。


会＞　防衛省は、今回の訓練は｢米軍再編｣とは無関係だと説明したようだが、在日米軍と自衛隊の再編に関する基本方向を示した2005年10月29日の｢日米同盟：未来のための変革と再編｣の｢Ⅱ．役割･任務･能力｣の｢４．二国間の安全保障･防衛協力の態勢を強化するための不可欠な措置｣で｢日本及び米国における訓練機会の拡大｣や｢自衛隊及び米軍による施設の共同使用｣を謳い、｢Ⅲ．兵力態勢の再編｣の｢１．指針となる考え方｣で｢定期的な訓練及び演習やこれらの目的のための施設･区域の確保は(略)不可欠である｣とか｢自衛隊及び米軍の施設･区域の軍事上の共同使用は(略)有意義である｣としている。また2007年5月1日の日米安全保障協議委員会の共同発表｢同盟の変革：日米の安全保障及び防衛協力の進展｣でも｢Ⅲ．役割･任務･能力｣で｢相互運用性を強化し同盟の役割･任務･能力を推進させるための、二国間の共同訓練の実施｣が強調されている。

以上のことから、今回の日米共同訓練が｢米軍再編｣の一環として行なわれるものであるとの認識を県は持つべきではないか。

県＞　防衛省は鹿屋市に行った後の9月29日夕方、県に立ち寄って別紙｢日米共同訓練における鹿屋基地への米軍機の飛来について｣のような説明をした。

　　　防衛省は、今回の訓練は｢米軍再編｣と関係なく、海上自衛隊と米海軍がこれまで毎年11月頃に行なってきた日米共同訓練を今回鹿屋基地を使って初めて行なうものである、と説明した。

会＞　2000年の日米共同訓練は8月2日から10日まで九州南西海域で対潜特別訓練が行なわれている。過去、せめて3年間(05年から07年)の日米共同訓練の実績を国に求めるべきだ。今回と似たような訓練が過去にも行なわれているのではないか？今までの日米共同訓練で使用されなかった鹿屋基地が、今回初めて使用される理由を国に問いただし、明確にさせるべきだ。

県＞　過去の日米共同訓練の実績を調査する予定はない。

	１　今回の日米共同訓練に海上自衛隊鹿屋基地を使用することについて、同意をしないこと。


県＞　法制度上の問題と、知事が明らかにしてきた｢安全保障に関わる日米安保条約や地位協定の問題と県民の平和で安全な暮らしを守ることとのかねあい｣などから対応したい。

会＞　県民の暮らしを守る立場から反対と明言すべきではないか。

県＞　地元が中心になって判断することであり、県が云々する立場にない。県としては、鹿屋市など地元の意向を尊重しながら対応するつもりだ。

会＞　日米共同訓練における自治体｢同意｣について、日米地位協定2条4項(b)の規定の運用はどうなっているのか？

県＞　9月29日に防衛省が説明に来た際に質したが、明確な回答はなかった。防衛省としてはっきりとしたものを持っているようではなかった。

会＞　市長は｢米軍再編｣での鹿屋基地使用に反対しているので私たちも市長を支えている。県は地元の市民の意向を尊重して対応して欲しい。

県＞　回答せず。

	２　米軍が利用する恐れのある自衛隊基地所在自治体と自衛隊との間での基地使用協定を締結するよう支援すること。

（１）基地使用に当たって、年間使用日数や訓練回数、使用時間帯などの規制を設けること。

（２）米兵の夜間外出禁止など、米軍兵士の事故･事件防止のために必要な措置を取ること。

（３）米軍の基地使用が恒常化しないよう明確にさせること。


県＞　｢基地使用協定｣は、全国の例では主に市町村が締結している。県がどうこいいうものではない。また、今回の基地使用は｢限定的｣なものと受け止めている。いづれにせよ、防衛省から具体的内容が示されていないので回答できない。

会＞　日米共同訓練反対が本旨であり、米軍の自衛隊基地利用の条件整備を求めているのではないことを明確にしておく。現在、鹿屋市と防衛省との間で基地使用協定が結ばれているのか？

県＞　結ばれているとは聞いていない。

会＞　戦後63年(1954年の海上自衛隊鹿屋航空基地開隊から54年)経つが、鹿屋基地を使用した初めての日米共同訓練なので、50年に１回の使用に限るとの｢協定｣を結ぶよう国に求めてはどうか。今回の訓練を機に、米軍による鹿屋基地自由使用の道を開けさせてはならない。

県＞　地元の意向は尊重する。

	３　関係自治体が訓練期間中に以下の対応をするよう支援すること。

（１）市民からの苦情相談電話及び窓口を設置すること。

（２）飛行回数や騒音値など、訓練の実情を把握するための監視行動を行なうこと。


県＞　鹿屋市とは連絡を取り合っている。鹿屋市の基地対策室が対応することになるのでは。

溝辺の鹿児島空港では騒音などを年に数回調査している。鹿屋については鹿屋市が独自で行なっているのではないか。

会＞　昼夜で訓練が行われることによる騒音などの不安･不満がある。米兵に対する治安上の不安も強い。国･防衛省に対し受身の姿勢ではなく、県として日米共同訓練が行われている他の自治体の情報を集約するなどし、鹿屋市と連携を取って積極的に対応すべきではないか。

県＞　｢日米安保｣という国の安全保障上の問題であり、国･防衛省から正式にどのような文書で対応が求められるのかはっきりしていないなど今日の段階で明確にできない面があるが、皆さんの｢要請｣は知事へ伝える。
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